
令和６年能登半島地震を踏まえた
公費解体の取組と課題について

令和６年８月２０日
環境省

令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ（第４回）

資料番号２－５



2

公費解体の進捗状況について

公費解体の申請手続等の円滑化

•災害廃棄物の知見･経験を有する環境省職員及び自治体職員、申請
受付事務を担当する応援自治体職員及び他省庁職員の派遣

•申請書類の合理化についてマニュアル等の策定・改訂を行い周知
•行政書士会の協力による申請手続支援
•法務省と連名の事務連絡により、建物性が失われた家屋等は、関
係者全員の同意取得を不要とし、登記官による職権滅失登記も活
用するなどして、申請手続を簡素化

工事前調整を円滑化･効率化、これにより解体工事発注
を加速化

•工事前調整の効率化や委託技術者（補償コンサルタント）の体制確
保・強化

※3 推計解体棟数は「石川県災害廃棄物処理実行計画(2/29）」より
※4 自費解体により先行実施（実体上は解体されており、公費解体扱いとして後日費用償還見込み）されたものを含む。

16,971棟
（5月末）

1,277棟
（5月末）

10,279棟
（4月末）

316棟
（4月末）

申請棟数

解体実施棟数（累計）※1

※1 解体実施棟数（累計）には発注数を含む ※2 自費解体及び緊急・公費解体の合計棟数

21,767棟
（６月末）

3,116棟
（ ６月末）

４６６棟
（5月末）

１７８棟
（4月末）

解体完了棟数（累計）※２

1,076棟
（ ６月末）

公費解体の主な取組状況

公費解体の申請手続等の円滑化や面的な解体・撤去による工事加速化を支援し、解体申請棟数・解体
実施棟数は着実に増加。今後更なる増加が見込まれるが、直近の解体完了率はまだ10％にとどまっている。

申請棟数は約26,000棟となり、解体想定数（約22,500棟）を既に上回っており、県で見直し検討中。

公費解体の進捗状況

＋6,692 ＋4,796

＋961 ＋1,839

＋288 ＋610

＜8月12日時点実績＞

25,212棟
（7月末）

＋3,447

６，３89棟
（７月末）

２，１88棟
（７月末）

＋3,275

＋1,099

解体棟数
(推計)※3

申請
棟数

解体実施棟数※4 申請棟数に

対する

解体完了率(うち完了)

珠洲市 5,562 5,660 1,539 871 15％

輪島市 3,584 7,742 1,990 443 6％

能登町 2,759 2,239 835 201 9％

穴水町 2,490 2,240 739 341 15％

志賀町 2,269 3,113 882 215 7％

七尾市 4,261 2,968 973 193 7％

6市町以外 1,578 2,041 758 330 16％

合計 22,499 26,003 7,716 2,594 10％

26,003棟
（8月12日）

＋791

7,716棟
（8月12日）

＋1,327

2,594棟
（8月12日）

＋406



3

公費解体の加速化に向けた主な課題（全体像）
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課題３：建物性が失わ
れた倒壊家屋等の対応

課題２:共有者全員の同
意取得

課題４：工事前調整の体制確保、円滑化・効率化 課題７：自費解体の促進

課題６：宿泊地の
確保

課題５：解体工事
体制の強化

課題８：仮置場の追加確保

課題９：広域連携の推進

課題11：応援体制

課題10：支払いの円滑化

課題１:申請受付の円滑
化
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公費解体の課題と対応

申請受付自治体・申請者ともに公費解体申請手続きに不慣れである場合、要綱の作成や申
請受付体制の構築、申請書類の作成・受理に時間を要すると考えられる。

課題１:申請受付の円滑化

公費解体・撤去の一連の流れ、申請書類の合理化等、事務手続きを行う際の参考と
なるよう、「公費解体・撤去マニュアル（第１版）」を１月29日に策定し提供（６月
５日に改訂（第５版））。

災害廃棄物に関する知見・経験を有する環境省職員や自治体職員の現地派遣による
技術支援を実施。

 応援自治体職員の派遣による受付事務体制（申請相談窓口の開設等）の強化。
被災市町 受付開始

珠洲市 ３/２５～※1

輪島市 ４/１～※2

能登町 ２/１３～

穴水町 ２/２８～

志賀町 ３/１６～

七尾市 ３/１～

※1 仮申請受付を2/13～先行実施し、
3/25～本申請受付開始

※2 緊急解体受付を2/5～2/21に先行実施し、
4/1に申請受付開始。

 罹災証明交付は１月から実施されたが、公費解体申請受付は2月～４月に開始。今後
起こり得る大規模災害に備え、申請受付の円滑化のため、罹災証明交付後速やかな解
体受付を可能とする仕組みの構築やあらかじめ要綱を整えておく等の事前準備が重要。
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公費解体の課題と対応

相続登記がなされていないなどにより共有者が複数存在し、共有者全員の同意取得が困難な
場合が一定数存在すると考えられる。

課題２:共有者全員の同意取得

５月28日に法務省と連名で次の内容の事務連絡を発出（概要：次ページ）。
※「公費解体・撤去マニュアル」を令和６年６月に改訂（第５版を策定）

ケース 対応
倒壊家屋等の場合 【滅失登記が行われた倒壊家屋等】

• 関係者全員の同意がなくても公費解体・撤去を進めることが可能
【滅失登記が行われていない倒壊家屋等】
• 市町村が建物性が失われていると判断した場合には、関係者全員の同意が

なくても公費解体・撤去を進めることが可能
上記以外の損壊家屋
等の場合

• 所有者等又はその所在が判明しない場合には、司法書士会の協力も得て、
民法の所有者不明建物管理制度を活用

• さらに、共有者等の意向を確認することが困難な場合、所有権等に関する紛
争が発生しても申請者の責任において解決する旨の書面（いわゆる宣誓書
方式）の活用により申請が可能であり、積極的に活用いただきたい

※自費解体の費用償還においても上記、宣誓書方式の活用が可能

 なお、過去の災害時においても一部の自治体※において宣誓書方式が活用されてい
るが、訴訟事例について、環境省には報告は上がっていない。

※仙台市（東日本大震災）、熊本市（平成28年熊本地震）、倉敷市（平成30年７月豪雨）



５月28日事務連絡の概要
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【参考】
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公費解体の課題と対応

輪島朝市エリア等で進めている面的な解体撤去を、他の被災市町においても、法務局の登記官
による職権滅失登記も活用しながら進めていく必要がある。

課題３：建物性が失われた倒壊家屋等の対応

 輪島朝市エリアでは、倒壊家屋等264棟に対して、法務局による職権滅失登記を完了。
 今後、他の被災市町においても、法務局と連携し、必要に応じて土地家屋調査士会等も

活用するなどにより面的な解体・撤去を進めていく。

輪島朝市エリアにおける面的な解体・撤去加速化プラン

• 対象エリア264棟の家屋等に対して、法

務局による職権滅失登記が完了。

• 行政書士会の協力も得ながら、申請プロ

セスを加速化し、地域ごとに、工事前調

整の上、解体工事を順次実施。

珠洲市における面的な解体・撤去加速化プラン

対象エリア

輪島朝市における解体・撤去工事

• 珠洲市の中でも特に被害が大きく、倒壊家屋等によ

り水道復旧等に支障が生じている蛸島地区及び宝立

町鵜飼・春日野地区を対象に、法務局と連携し、面

的な解体・撤去を進める。

珠洲市

撤去前 宝立町鵜飼・春日野地区蛸島地区7月4日
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公費解体の課題と対応

解体工事を滞りなく発注し、実施に移せるよう、工事前調整の体制を確保する必要がある。また、
三者立会の日程調整等に時間を要しており、申請を受け付けてから工事の着手までに目詰まり
を起こすおそれがある。

課題４：工事前調整の体制確保、円滑化・効率化

確保された解体事業者に対して発注する工事が不足しないようにするとともに、解体工
事を滞りなく発注し、実施に移せるよう、工事前調整の体制を確保し、効率的に運用す
ることが必要。

例えば、補償コンサルタントが地区ごとに担当分担して所有者及び解体業者との日程
調整と立会を行うことにより、一日に対応可能な三者立会の数を増やすなど、円滑化・
効率化を促進。
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公費解体の課題と対応

北陸ブロック内で確保された解体業者は、現在600班規模で稼働しているが、解体工事発注
数の増加ペースに追いついていない。また、申請棟数は解体想定数を上回っており、当初予定の
来年10月までの解体完了の目標を達成するためには解体工事体制を更に強化する必要があ
る。

課題５：解体工事体制の強化

県や６市町の工程管理会議等で工事工程を徹底管理（解体業者の活動班数や完
了棟数等の確認・見える化）が必要。

解体想定数の見直しを踏まえ、解体工事の実施体制を拡充し、県外・北陸ブロック外
も含めた業者の確保・活用が必要。

県解体協会の体制強化も含めた検討が必要。
令和６年６月27日知事記者会見資料



10

公費解体の課題と対応

解体工事の更なる加速化を図ることによる解体業者（解体班数）の増加に伴い、宿泊地が不
足することが懸念される。

課題６：宿泊地の確保

６月12日に宿泊に必要な経費に関する事務連絡を発出。

奥能登２市２町では、解体事業者向けの宿泊施設を民間施設等含め合計約
2,200名分を選定済。

解体班数の増加を見据えて、宿泊地の更なる確保について関係機関と調整を進める
（次ページ）。

奥能登２市２町
当面は既存の民間施設等を活用。本格化に伴い増加する需要については仮設の宿泊施設
を順次設置。
それ以外の地域
下記いずれかに該当し宿泊が必要となる場合も補助対象。
① 解体事業者の所在地から解体現場までの路程が片道100kmを超えること
② 地理的な条件や交通インフラが復旧していないため解体事業者の所在地から解体

現場までの往復が困難であること



公費解体の加速化に向けた宿泊施設の確保
11

【参考】

 解体業者の大幅拡充のため、宿泊施設の確保も並行して行うことが必要。
 石川県構造物解体協会において民間宿泊施設の活用、民間団体間での宿泊情報の連携、既存家屋

の改修等による活用等により確保を行うとともに、不足する宿泊施設等については県において同協会に対し
て宿泊施設等の情報提供を行うこと等により必要分を確保。

 また、国においても能登創造的復興タスクフォース等において使用後の宿泊施設等の情報を共有し、環境
省が石川県に対して情報提供。

 工程管理会議等において確保状況等の共有・確認を行い、適宜フォローアップ・対応策を実施。

被災市町

石川県
石川県
構造物
解体協会

宿泊施設の空き状況や仮設宿泊施
設の設置場所等の情報提供
＜情報提供する施設等の例＞
•民間の宿泊施設
•他のインフラ工事等で使用後の宿泊施設
•県有地等

工程管理会議等において宿
泊施設の確保状況等を確認 必要な解体班数の確認

市有地、空家等の情報共有

環境省

宿泊施設情報の共有

能登創造的復興
タスクフォース

関係
府省庁

関係
府省庁

宿泊施設の状況等
を共有
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公費解体の課題と対応

費用負担に関する不安にお答えできるよう、自費解体を希望する方に寄り添い、自費解体を促
進することが重要。自費解体により発生した廃棄物（産業廃棄物）の処理先の確保や処理費
を含む必要な費用の償還が必要である。

課題７：自費解体の促進

自費解体における支援対象は、基本的に公費解体と同様である。市町において市町が
公費解体すると仮定し、解体費に加え、解体により生じた廃棄物の処理費用（運搬
費、処分費）を算定した額が上限であるが、自己負担が生じないよう、見積書を取得
し発注前に市町へ相談することが重要であり、これらの内容等について周知を図る。
※解体費、運搬費、処分費の合計金額で公費解体と経済比較。
※自費解体についても、受付審査や解体費用の算出等の事務処理業務については、市町村担当者のみでは対応が困

難となる場合は補助対象となる。

自費解体による解体廃棄物を円滑に運搬・処理できるよう、石川県において、解体廃
棄物の持ち込み先・処理先について、県内の産業廃棄物処理業者の市町への情報提
供や県ホームページへの掲載を実施。

効率的な運搬の観点から、県において、各市町に「積替え保管場所」を設置するよう処
理業者に働きかけ。
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公費解体の課題と対応

解体工事の加速化に伴い、大量の解体廃棄物が発生するため、既存仮置場の逼迫状況を確
認・予想しつつ、解体廃棄物を受け入れる仮置場の追加確保が必要。

課題８：仮置場の追加確保

解体工事の加速化に伴う解体廃棄物の増加に対応できるよう、用地の検討、地元調整
を行い、追加の仮置場の増設などを順次進める。

解体廃棄物用仮置場 面積 今後の増設予定

珠洲市 ・ジャンボリー跡地 12.0ha

輪島市 ・輪島第１仮置場
・輪島第２仮置場
・輪島第３仮置場

3.0ha
1.7ha
0.7ha

調整中

能登町 ・宇出津新港 2.2ha 検討中

穴水町 ・あすなろ広場横
・ホクエツ工業穴水工場跡地

2.0ha
1.0ha

検討中

志賀町 ・旧志賀中学校グラウンド
・富来野球場駐車場

1.2ha
0.4ha

検討中

七尾市 ・七尾大田工業用地 1.0ha 検討中
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公費解体の課題と対応

仮置場への搬入車両及び搬出車両増加に伴う渋滞の発生や、県内処理施設の処理能力の
逼迫等を踏まえ、広域処理を推進する必要がある。

課題９：広域処理の推進

渋滞の発生状況について確認を行うとともに、陸上での広域輸送に加え、海上輸送を
実施することにより、陸上輸送の負担を軽減する。

（7/11に宇出津港、7/30に飯田港より輸送開始）
県内処理を最大限行いつつ、並行して県外の広域処理を随時進める。

珠洲市ジャンボリー跡地仮置場：
移動式破砕機（稼働中）

珠洲市 飯田港

海上輸送：約28万トン（計画）
・県外の産廃業者
・県外のセメント会社

などを想定

能登町 宇出津港
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公費解体の課題と対応

解体業者、廃棄物処理業者が安心して事業を継続できるよう、実績に対する支払いが遅滞な
く行われる体制を構築する必要がある。また、自費解体は、いったん被災者が自らの費用負担に
より解体工事を実施し、後日その償還を受けることとなるため、被災者が安心して申請できるよう、
遅滞なく償還を行う体制を構築する必要がある。

課題10：支払いの円滑化

【公費解体】
市町から契約先（協会）に対しては、請求書を受領した日から30日以内の支払いを

徹底。
元請から下請に対しては、工事完了後、おおよそ２ヶ月以内に支払いを行うなど滞りなく

事業者にお金が流れるよう、周知。

【自費解体】
自費解体に伴う費用償還の申請を受けた日から２ヶ月以内の償還金の支払いを徹底。
（参考）自費解体に係る支払事務の処理期間

市町毎に事務手続きの流れや処理の進度等が異なると思われるが、一般的に以下の処理及び処理期間が考えられる。
・費用償還の申請受付から請求書の受領まで：概ね30日以内
・請求書の受領から償還金の支払まで：概ね30日以内

※ また、「政府契約の支払遅延防止等に関する法律」など支払期間の適正性の確保に資するの法規等についても参照。
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公費解体の課題と対応

被災市町の申請受付事務に関する業務が減少したことから、応援自治体等の短期派遣等が
徐々に減少。一方で、工事前調整や全体の工程管理等の業務が増大。引き続き被災市町で
の災害廃棄物処理（公費解体）実施体制への応援が必要。

課題11：応援体制

被災者からの申請ニーズ、解体完了後の支払い進捗状況に応じて必要な体制を確保。
被災市町での臨時雇用等を行い、なお不足する人員については環境省からも他自治

体に呼びかけを行い体制確保を支援。

派遣者数

短期派遣 １７名※1

中長期派遣※3 ３８名※1

石川県から派遣 １８名※1

環境省から派遣 １４名※2

※1 ６市町合計。７月９日時点。
※2 県及び６市町合計。７月９日時点。累計5,948名・日
※3 公費解体に従事する者に限る
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公費解体の迅速化に向けた今後の対応方針

解体・撤去完了

申請内容確認

現地調査・費用算定

現地立会

解体工事の実施

申請書類作成・提出
申請書類の合理化についてマニュアル等の

策定・改訂を行い周知

行政書士会の協力による申請手続支援

建物性の失われた倒壊家屋等について、法務

局登記官の職権による滅失登記手続も活用し、

公費解体の申請手続を簡素化

補償コンサルタントによる工事前調整（現地

調査や費用算定の手法等）の円滑化･効率化

マネジメントコンサルを活用し、解体廃棄物

処理まで全体の進捗を管理

（思い出の品の搬出等）

構造や面積の確認、
標準単価等による算定等

発災後早期に公費解体を開始するため、罹

災証明書の交付後、速やかに解体申請を受

け付けるための仕組みや体制を構築

被災者の負担軽減の観点から、行政機関が

保有する情報（被災者情報、課税情報等）

を活用し、申請書類を更に簡素化

発災後速やかに解体工事に着手するため、

工事前調整や進捗管理等に必要なシステ

ム・実施体制を構築

全壊・半壊家屋の地図データの活用等、面

的・効率的に解体を行う手法の確立

今後の災害でも適用できるよう
マニュアル化・全国展開

能登半島地震での新たな取組

能登半島地震で得られた教訓をもとに、今後、大規模災害発生時において公費解体の迅速かつ円滑な対
応が可能となるよう検討を行っていく。

①
申請

②
工事前
調整

③
解体
工事 各事項の検討を進めるとともに、発災時に

速やかに対応できる体制を平時から準備

今後の災害に向けた対応の方向性

災害廃棄物処理を経験し知見を有する自治体職員や、専門家・コンサルタント・廃棄物処理関連

団体等の応援派遣に関し、能登半島地震における対応の振り返りを行い、外部人材の活用、民間

団体との連携強化を検討



能登半島地震の検証
18

【参考】

４.能登半島地震の特徴を踏まえた教訓と今後の災害対応

（２）自治体支援

応援職員等、インフラ復旧工事従事者・家屋解体工事従事者、ボランティア等の
宿泊場所や活動拠点の確保の在り方について、対策本部車・待機支援車や官民を通
じたトレーラーハウス、ムービングハウス等の活用、国の庁舎等の拠点機能の確保
を含め、検討する。また、国による応援組織の機能の在り方について、職員の確保
に加え、外部人材の活用、民間団体との連携、処遇改善を含め、検討する。

＜内閣府・総務省・農林水産省・国土交通省・環境省・各省庁＞

（５）横断的事項等

市町村の環境部局において、発災後できるだけ早期の公費解体に関する相談や、
罹災証明書の交付後速やかな申請の受付を可能とするための仕組みや体制構築等に
関する検討を行う。さらに、被災者の負担軽減の観点から、申請書類の簡素化等の
取組を他の市町村にも周知し、横展開を図る。

＜環境省＞

「令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主点検レポート」
（令和６年６月 令和６年能登半島地震に係る検証チーム）から抜粋


	令和６年能登半島地震を踏まえた�公費解体の取組と課題について
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18

